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1 ，問題の 設定

　本報告 の 目的は、子 どもたちを取り巻 く社

会関係 資本 の 存在と学力 との 関連性 を探究す

る こ とに よ っ て 、昨年度私たちの グル
ープ が

提示 した 「つ なが り格差」仮説 の 妥当性を検

討 ナる こ とにある。

　 昨年度の 本学会報告に お い て 、私た ち は

1964年 と 2007年の 全国学カテ ス トの 都道府

県別 の 結果を比較検討 した （志水 ら、2009）。

そ して、2007 年 の 結果には、経済的要因もさ

る こ となが ら、そ れ に 加 えて 「離婚率」 「持ち

家率」「不登校率」 とい っ た要因 が強く関連 し

て い るとの 知見を得た 。
こ れ らの 指標は、そ

れぞれ家族 の 結束 、 地域社会における人間関

係 、子 どもと学校 ・教師との 関係 （＝ 「つ な

が り」）な どを含意 して い る と理解で き、そ れ

らの 「豊か さ」 が学力と強 く関連 して い る と

い う今日的な事態を、「っ なが り格差」 とい う

言葉で 表現 した 。

　 こ こ で言 う 「つ なが り」 とは、近年諸分野

で 注 目を集め る 「社会関係資本」概念と類縁

性を持つ もの である。言 うな らば私たちは 、

現代の 学力問題 を考える上で社会関係 資本が

重要な役割を果 た して い る とい う可 能性 を、

明 らかに した の で あ る 。 しか し、社会関係資

本 と学力 との 関係 の 地域に よる違 い や、社会

関係資本 と経済資本 ・文化資本 との 関係 な ど、

詳細 に検討で きなか っ た課題は多い。そこ で 、

本報告 で は、これ らの課題 に つ い て さらに検

討 し、社会関係資本 と学力との 関係性にっ い

て の新たな知見を提示 し たい と考える。

　 社会 関係 資 本 の 考 え 方 は 、
こ れ ま で

Bourdieu、　 Coleman 、　 Putnam 、
　 Lin らをは じめ

とす る多くの論者によっ て検討されて きた。

ただ、彼 らの 社会関係資本 の とらえ方は 、

一

様で はない。そ こ でまず、高田 （2008）の 論

点を確認 して お こ う、

　高 田 （2008） は 、 同和地 区の 学力低下 と地

区内外の学力格差拡大に注 目 した論考の 中で 、

社会関係資本は経済資本や文化資本に恵まれ

ない 貧困層 などに も開かれ、それを蓄積す る

こ とで経済資本 ・文化資本上 の ハ ン デ ィ キ ャ

ソ プを克服 し うる可能性がある こ とを示 した。

これは、Putnam （2000）の 発想に も通 じ る考

え方である。

　他方 で 平塚 （2006）は 、 近年の 英国で の研

究に言及 しつ つ 、社会関係資本の 格差が拡大

しっ っ ある こ とを主張す る。 す なわち 、 高階

層 の 人 々 に とっ て は豊かなっ なが りが活発な

社会的活動を促すが、低階層 の 人 々 は そ うし

た関係性自体か ら排除されて い るとい う事態

を指摘 したの で ある。社会関係資本は、「きわ

め て強く階層化 され社会 を分 断す る資本 と し

て 機能 して 」 い る 。 本来 、
「経済資本や社会資

本 とは相対的に独 自で あ り」 えた社会関係資

本は、今や 「経済資本 ・
文化 資本の 従属変数

化 しつ つ ある状況 」 であると考え られる の で

ある。も しそ うで あ る とす る な らば、社会関

係資本は、Putnam や高田が示唆する よ うに、

低階層に とっ て 経済資本や文化資本を克服す

る 可能性を有するもの で は なく 、 む しろ 、 そ

うした格差を助長する可能性 を有 して い ると

とらえ る こ ともで き る。

　本報告で は 、上 の よ うな問題意識をもっ て、

社会関係資本 と学力との 関係にっ い て検討 を

加 え た い 。具体的 に行 うの は 、 以下の 2 つ の

作業 で ある。 まず 、 自治体 レ ベ ル の デ
ー

タか

ら、社会関係資本 と学力 との 関係 にっ い て 、

地域に よ る違 い を検討する。第 2 に、個人 レ

ベ ル の データ か ら、社会関係資本 の 格差、お

よび、関係の 質につ い て考察する 。

　以下 2 節で は、全国学力テ ス トの結果が対

照的な 2 府県の市町村別データ か ら、学力規

定要因分析を行 う。続 く 3 節で は 、
5 つ の 政
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令指定都市で 実施された調査データをもとに、

社会関係資本と学力につ い て、経済資本 ・
文

化資本 との 関係 を視野 に入れた考察を行 う、

そ して最後に、社会関係資本 と学力 にっ い て

の 理論的検討を行い た い。

　なお、本調査 で 用い る政令指定都市データ

は 、 耳塚寛明氏 （お茶 の 水女子大学）を リ
ー

ダー
とし、本研究 の 代表者で ある志水宏吉が

参加 した 2008 年度文科省委託研究に よっ て

得られた もの で ある こ とをお断 りして お く。

2 ．全国テ ス ト結果の規定要因比較

　本節で は 、大阪府 と秋田県の 全 国学カテ ス

ト結果 （2008 年）の 規定要因につ い て検討す

る。 収集 した指標は、人 口 ・経済 ・教育に大

別 した。主なデー
タ ソ

ー
ス は、「平成 17年国

勢調査 」、「平成 16年全国消費実態調査 」、「平

成 20年学校基本調査」である。なお、大阪府

に関 して は、学力結果 を公表 して い ない 3 市

5 町 （中学校は 3市 7 町 1 村）を分析か ら除

外し て い る。

　2 府県 に おける市田］村 別 の 学力 と各指標 と

の 相 関を見てみよ う （表 1 ）。こ こ では紙面 の

関係か ら、「中学国語 」 と各指標 の 相関 の み掲

載する （他教科につ い て も、ほ ぼ同様の結果

が見出された）。

　大阪府の 学力調査結果 と相関 の 高い 指標 は、

生産年齢人口割合 、 婚姻率 （マ イナ ス ）、 離婚

率 （マ イナ ス ）、課税対象所得、消費支出、生

活保護割合 （マ イ ナ ス ）、持 ち家率、第 3次産

業割合、生徒…．・
人あた りの 教育費 （中学校）、

小中学校数、高校進学率、中学校不登校率 （マ

イナ ス ）などで あ る 。

一
方 、 秋 田県の 学力調

査結果 と相関の高い指標は、第 3次産業割合

（マ イ ナ ス ）、中学校数、教員
一

人 当た りの 生

徒数 （マ イナ ス ） の み で ある。

　以上 の 府 県別 の 結果 を、全国 の 都道府県別

データを用い た昨年度 の 分析結果 （＝ 「つ な

が り格差」）と比 較する と、前者は必ず しも後

者と同様で はない こ とが明らか になっ た。

　大阪府 で は 、 主な経済指標に加えて、離婚

率、持 ち家率、不登校 率 との 相関が強 い こ と

か ら、経済格差お よび っ なが り格差の 双方 の

原理 が、学力格差に強く結び つ い て い ると考

える こ とができる。他方秋 田県では、人 口 ・

経済 ・教育の 諸指標 の 影響力は、大阪 の よ う

な都市部 よ りも相対的に小 さい
。 こ れ に は、

秋田県内に おける市町村別の これ らの 指標の

バ リエ
ー

シ ョ ン が、大阪府に 比 べ て か な り小

さい こ とが 関連 して い る と推測 で きる。 すな

わ ち、秋 田 県内の み を扱 っ た分析 か らは、経

済格差や つ なが り格差の影響を、明確な形で

描き出すこ とは困難なの で ある。

　 したが っ て、本報告の 第 2 の 日的である社

会関係資本の 格差、お よび関係の質に つ い て

論 じる ために は、都市部に お い て得 られたデ
ー

タを分析する とい う手順が適切 で あると考

え られる。そ こ で次節では、都市部 （5 つ の

政令指定都市）で 得られたデー
タを用 い て、

表1 学力と各指標の相関

1−・一一．一丱一一一一一…t・t−一一一一t・t…’t・ttt・一’＋一＋tt・tt・t−tt−一’一一．一一…i
i＊ 相 関係 数 は5％水 準で有意 （両 側）です 。薄い網 掛けで示す 。　　　　 　 i
tー　tt−tt−　　−ttt−．ttttt−t’　t−t・t　　　−−t−’　ttttt　　　　tttt　　　’’　 ’　　t．ゆt．t　’ーく
横 線は該当デ

ー
タが入 手できなかっ たことを示 す。　　　　　 　　　　　 1
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社会関係資本と学力 の 関係を検討 して みる こ

とにしよ う。

3 ．社会関係資本と学力

　昨年 の 報告では、都道府県別に見た 「集団

レ ベ ル 」 の 変数を用 い た分析か ら、「離婚率」

「持ち家率」「不登校率」とい う3 つ の指標を、

学力を規定する重要な要因と して抽出し た。

そ して 、 それぞれ を家庭内 の つ なが り、 家庭

と地域の つ なが り、 子 どもと学校 の つ なが り

の 豊か さを表示す る もの と解釈 した。しか し

なが ら、あくまで もそれは集団 レ ベ ル （＝ 集

合財 と して の 社会関係資本） の 話であり、そ

うし た社会関係が実際 に個人 レ ベ ル で の 学力

とどの よ うな関係に ある の か は検討で きなか

っ た。そ こ で 本節で は、個人 レ ベ ル の デー
タ

を用 い て 、都市部における社会 関係資本 （＝

個人財 として の 社会関係資本） と学力 との 関

係 につ い て検討 して み た い
。

3．1分析に 用 い る調査データ

調査対象者 ：公 立 小学校 6 年児童お よびそ の

保護者 8，093 名 （有効数 5，847 名、回収率

72．2％）D

調査対象校 ：5 政令指定都市の 100 校。児童

数 21名以上 の 公 立小学校を無作為に ／市あた

り 20 校抽出。

学カデー
タ ：該当児童 の 2008年度全国学力テ

ス ト結果を使用。

3，2 社会関係資本の 尺度

　保護者に対する質問項 目と子 どもに対す る

質問項 目か ら、家庭内 で の つ なが り、地域 と

の っ なが り、子 どもと学校の つ なが りの指標

として適切である と思われ る変数を ピ ッ ク ア

ッ プした。それ らの 変数を示 したもの が表 3

− 1 で ある。本報告で は、これらを社会関係

資本 （学校、家庭、地域に分類）の指標 と操

作的に定義 し
、 分析 を進 めて い く。

3．3社会関係資本と学力の 関連

　はじめに、それぞれ の 質問項目と学力との

関係に つ い てみてみ よ う。表 3− 2 は、それ ぞ

れ の 質問 に 対 して肯定的回答をしたグル
ープ

と否定的回答をし たグループの 平均正答率の

有意性検定 （亡 検定）の 結果を示 し たもの で

ある 。

　学校カテ ゴ リ
ー

で は、すべ て の 項 目で 、肯

定的 に 回答 したグル
ー

プ の 方 が、学力が有意

に高い とい う結果になっ た。こ の 結果を見る

か ぎり、学校 との 関係が良好な子 どもほ ど学

力 が高い と言 えそ うで あ る。

　家庭カ テ ゴ リ
ー

につ い て は、5項 目中以下

の 3つ （「配偶者と
一
緒に住ん で い る」 「配偶

者 との 間で、子育てや子 どもの 教育につ い て

よく話 をする」「家の 人 と学校で の 出来事につ

い て 話 をす る」）で 、肯定的 に 回答 した グル ー

プ の学力が有意に高くな っ て い る とい う結果

となっ た。
一

方で 、「子育て や子 どもの 教育に

表 3−1 社 会 関係 資本 の 代替 指 標

　　　　　 対　とした　 Lli
　　　 学校で の 行 事 （体育祭・学芸 会など）に お子 様と

一
緒に 参加 した り、活 動 した りす る

学 校
　　　 PTA 活動に 取り組んで い る

ロ 竺 C4

件 法

2　 こ

　　　 配 偶 者 （事実 婚 を含 む）と
一

緒に住 んで い る

　　　 祖父 母 と
一
緒 に 住 ん で い る

家庭
　　　 配偶者（事実婚を含む）との 間で、子 育て や子 どもの 教育に つ い て よく話をする。
　 　 　 子 育 て や教 育 に つ い て の 悩 み を相 談 で きる親 戚 が い る。

去牛

〃

〃

〃

｛2

　　　 子 育て や教育につ い ての 悩 み を相 談 できる友 人 がいる。
　　　 自治会・町 会・子 ども会・青少年健全 育成などの 地域活動に取 り組んで い る
地域
　　　 身近 に 子 どもを預か っ て くれ る人 が い る

　 　 　 他 の 家の 子 どもを預 かるこ とが ある

去牛
〃

〃

1ー

イ2

そ の 他
公 的支 援 を知 っ て い るか

ス ポ
ー

ツや 趣味を楽しむ活 動に 取 り組んで い る

2件法
　 〃

子 ども 対 　とした 　 諷

学 校 　 学 校で 友 達 に 会 うの は 楽 しい と思 う

家

地

家の 人 と学校で の 出来事に つ い て話 をする

住ん で い る地域の 行事に 参加 してい る

口 竺 t4

件法

　 〃

　 〃
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表3−2 社会 関 係資 本 と学 力の 関連

つ い て 悩みを相談で きる

親戚が い る」 にお い ては

有意差が見 られな い
。 ま

た 「祖父母 と
一

緒に住ん

でい る」とい う項 目で は、

否定 したグル
ープ の 方が 、

学力が有意に高い とい う

結果 とな っ た。これ らの

結果 は、親以外の親族 と

の 関係 よりも、親同 士 も

し くは親子 の 関係 が子 ど

学 校
覊 離鏤雛麟 購灘鑿灘戀爨獵驪甑

擁

轟
臟

講
纛

難
く

灘
〉

織

鱒
％

贓

鵲

繍
引

鱗
脳

繍

藏

灘

難

　

鑢灘庭家

　　　　、t
／ 、聯 £ 蟻．鑁灘 彎灘麟韈 鍵聽韈嬾麟灘鱶靉 き鐡藤 奪嬲 餐

　 　 　 地 域活 動 に取 り組んで い る　 　 　 　 　 　 　 　 64．17　 ＞ 　63．60
地 域 　身近 に 子 どもを預か っ て くれ る人 が い る　　　 63．89　 〈　64 ．05

　　　韆韈講 糶 鑼灘鑼嬲覊！靉鑾轢1繋
＊＊＊ρ＜．001，＊＊ρく．01，＊ρ＜．05

もの 学力に直接的な影響を与え て い る可能性

が強い こ とを示唆し て い る。

　最後は地域カテ ゴ リ
ーで あ る。

5 項 目中 3

つ （「子育て や教育につ い て 相談 できる友人が

い る」 「他 の 家の 子 どもを預か る こ とがあ る 」

「住 んで い る地域の 行事に参加する」）にお い

て、肯定グル
ー

プ の 方が、有意に学力が高い

とい う結果に なっ て い る 。
「子育て や教育につ

い て 相談で きる友人がい る 」 で 、と りわけ得

点差が大きい 。「自治会 ・町会 ・子 ども会 ・青

少年健全育成な どの 地域活動に取 り組ん で い

る 」 とい う項 目で有意な差が見 られない こ と

や、「住ん で い る地域の行事に参加する 」 とい

う項 目における学力差 が小 さい こ とか ら、地

縁的 な人間関係 よ りも、自己 選択的な人 間関

係 （≒ 友人）が、学力に与

え る影響が大きい と解釈で

き るか も しれ ない 。

　以上か ら、学力 と祉会関

係資本には、何 らか の 関連　合計

がある と言えそ うで ある。

ただ し、こ こ で示 した結果

は、経済資本や文化 資本 の

影響を コ ン トロ
ー

ル したも

の で は ない 。経済資本や文

化資本を統制 した うえで も、
合 計

こ こ で示 された ような社会

関係 資本 の 効果 は残るだろ

うか。それを検討する前に 、

3 つ の資本の 関係を確認 し

て おき た い 。と い うの も、

社会関係資本は 「社会的不　合計

利益層に も開かれ て い る」 （高田 2008） と指

摘 され る
一
方で 、「経済資本 ・文化資本 の 従属

変数」 （平塚 2006）で あると捉えられ る場合

もあるか らで ある。

3．4　社会関係資本と経済 ・文化資本の 関係

　 こ こ で は 、
「世帯年収 」（高・低を全体の 25％

に、中を 50％になるよ うに三 分割）を経済階

層、「母 学歴 」 （大卒 ・非大卒） を文化階層 の

指標 と して 、それ ぞれ使用する （なお 、 母学

歴を採用するの は、父学歴で は
一

人親の ケー

ス が多数欠損値とな っ て しま うた めで ある）。

　まず、学校カテ ゴ リ
ー

につ い て 。 表 3−3 は

経済階層別に PTA 活動に参加する割合 をみ

た もの で ある。「中」 「高」群 と比 べ て 、「低」

表3−3 経済階層別にみたPTA活動に参加する割含

高　　　　　 合計

圏

研
究
発
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低　　　　　 中

度数　　 ％　　度数　　 ％　　 度数　　 ％　　度数　　 ％

PTA 活動に取り組んで 　はい 　　　492　 33孺　　993　 432％　　669　42．8％　 2154　　405％

　 　 いる　　　　　いいえ 　　　966　 66．3％　　1307　 568％　　 895　 57、2％　 3168　　59．5％

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1458　1DOO ％　　2300 　100e％　　　1564　100．O％　　5322　　100．O％

X2＝37．80，＊＊＊

表 3−4 文 化 階層 別 に み た配 偶者 に 相 談す る割 合

非大卒 大卒 合計

配 偶 者 と子 どもの 教育 い る　　 3202　75．3％　 813　83．O％　 4015　76・8％
に つ い て 話 をす る

　　　 度数 　　 ％　　 度 数 　　 ％　　 度数 　　 ％

い な い 　 　1049　 24．7％　　 167　 1ア．0％　　1216　 23．2Yo

　 　 　 　 4251　100．O％　　　980　100．0％　　　5231　100．　O％

λ「
2＝26．03，＊ ＊ ＊

　　　 表3−5 文 化階層別にみ た住 んで い る地域 の 行 事 に参加す る割 合

非大卒 大卒 合計

度数 　　 ％　　 度数 　　 ％　　 度数 　　 ％

住 ん で いる地 域 の行 事 高群

　　 に 参加 す る　　　低 群

2787 　　60．9％　　　576　　57．3％　　　3363 　　60、3％

1788　　39、1％　　　430 　　42．7％　　　2218 　　39 ア％

4575　 100．O％　　　1006　 100．O％　　　5581　　100．O％

X2＝4、62，＊
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　 　 　 　 　 表3−6 世帯収 入
・
母 学歴 ごとの 社会 関係 資本 （X2 検 定）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 世帯収入 　　 母学歴

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 x2 　　　　　 x2

報

鞴 韈 韆攤鑞鑞覊熱難韈

爨撚

騨
 

糶
蕪

灘
灘

飜

灘
鑞

灘

韆
飜
饕難獵

蹴

庭家

地域 灘韈 轢獵 灘鑞鑿鑞灘
　 　 他の 家の 子 どもを預 かることがある　 　 　 　 　 　 　 　 3．34

9．9420
．441
．74

一
＊ ＊ ＊

ρ＜001 ＊＊
ρ〈．01 ＊

ρ＜05

低階層が 否定的 に答える割合が 多い 場 合は 薄い 網掛 けで 示す。
低階層が肯定的 に答 える割合が 多い 場 合は 濃い 網掛 けで 示 す。

群 で の 参加率が低くな っ て い る こ と がわか る。

次に表 3−4 は、文化階層別 に 「配偶者 と子 ど

もの教育に つ い て 話をする」 の 割合を示 した

もの で ある。 非大卒の 方が 「相談する 」 と答

えた割合が低 くなっ て お り、文化資本に よ る

影響が考え られる。最後に 、地域カ テ ゴ リ
ー

に関 して、表 3・5 は、同 じく文化階層別 に見

た、子 どもの 地域行事 へ の 参加 で ある。こ こ

で は、先と異なり、非大卒グル
ー

プ の 参加割

合が高 くな っ て い る 。

　 こ こ まで み て きた よ うに、経済 ・文化階層

に よ る、社会関係資本 へ の 影 響は
一定で はな

く、学校 ・家庭 ・地域それぞれ の カテ ゴ リ
ー

にお い て 、結果 に バ リエ
ー

シ ョ ン がみ られ る。

　表 3−6 は 、社会関係資本にか か わ る質

問項 目を、経済階層 ・文化階層別 に X2

検定に か けた結果 で ある 。 全体的にみ て 、

学校カ テ ゴ リ
ー

では、経済資本 との 関連

が強い こ とがわかる。また、家庭カ テ ゴ

リ
ー

で は、経済階層 ・文化階層ともに質

問項目との 関連が強くなっ てい る。よっ

て こ こ で は、「社会関係資本 の 従属変数

化」の 傾 向が 見られ ると推測 口∫能で あ る。

しか しなが ら、地域カテ ゴ リ
ー

につ い て

は、関連性の あ り方は項 目に よ っ て異な

っ て い る。

　経済資本 と文化資本 に 関 して は 、両者

に高い 相関が ある こ とが
一

般に想定され

て い る。こ こ で の分析か らは、  社会関

確認され た。

係資本の タイプ の 違い 、

つ ま り学校 ・家庭 ・地域

の カ テ ゴ リ
ー

の 違い に よ

っ て、経済 ・文化資本 の

規定力が異な っ て い る こ

と、さらに   学校や家庭

にかかわる社会関係資本

は、経済 ・文化資本に規

定される度合い が高い の

に対し て、地域にかかわ

るもの に つ い て は それ ほ

どで はない とい うこ とが

3．5　社会関係資本は学力 を規定 して い るか

　社会関係資本が
一

定程度、経済資本 ・文化

資本 に規定 され て い る とすれ ば、学力 と社会

関係資本 の 関係は 、それらを コ ン トロ ー
ル し

た うえで改めて検討 しなけれ ばならない
。

こ

こ で は、重回帰分析を用 い て こ の 課題につ い

て 考えて み た い 。

　統制変数 と して 、「性別」 「家庭で の 学習時

間」 「進学塾 に通っ て い るか否か 」 「母 の 教育

年数」 「世帯年収 」 の 5 変数 を採用す る 。 最初

の 3 つ は、子 ども個人の属 1生を、「母 の教育年

数」は 文化階層を、「世帯年収」 は経済階層を

統制するため の もの である。社会関係資本 に

関し ては、こ れまで検討 してきた変数を全 て

　 　 　 　 3−7　
ma

力 　 　
…

　 と した 重 ロ 俚

」
一
　 　 （定 数）　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　 ＊＊＊

　 　 女 子 ダミ
ー

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ．096 ＊ ＊ ＊

　　 家での 学 習時間　　　　　　　　　　　　　 187 ＊＊＊

　 　 進学塾ダミ
ー　　 　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 　066 ＊＊＊

　 　 世帯年収 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 　 150 ＊＊＊

一 一
　 　 PTA 活 動に取 り組んで い る　　 　 　　 　 　　 　 ．006
学 校

讖覊灘鑞攤 蠶艱灘譲騨蟹攤灘
　　 ．禰畿欝譲　講　

摺

、譲攤 壌鑵鑞灘懸灘 纐 撚攤 鑞
　 　 祖父 母と

一
緒 に 住ん で い る　 　 　 　 　 　 　 　 一〇22

家庭 配 偶 者 と子 どもの教 育 につ い て 話をする　　　　 013

　　 相談で きる親戚が いる　　　　　　　　　　　　002

　　 簸 凝
謎
鏃 軽 鑞

輪隅鞴甲“鰰
驪 繼

W
耀

蒙講鑼鑞巍
槻 駕 撒

鍵
　　 1　

’
鐡 誕麟 、羅 蠡讖難灘難耋霧纓耋獵灘　 羅耋灘

　 　 地 域活動 に取 り組ん で い る　 　 　 　 　 　 　 　 一．012
地域 身近 に子 どもを預 か っ て くれ る人が い る　　　　一．02「

　 　 他の 家の 子 どもを預 か ることが ある　 　 　 　 　 　D18

　　
湾
油
鞴 難 爵

瀞 仙脚
髓

『職 甲緋
鸚 韈 爨雛辮

瀟
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　 　 調 整済み R2 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 222 ＊ ＊＊
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投入する。

　重回帰分析 （強制投入法）を行 っ た結果を

示 した の が表 3−7 で ある。表 3−2 の 結果 と比

較する と、「PTA 活動に取 り組 ん で い る」 「祖

父母 と
一
緒に住ん で い る 」 f配偶者 （事実婚を

含む）と の 間で 、子育て や子 どもの教育に っ

い て 話 をす る」「他 の 家の 子 どもを預 か る こ と

がある」 とい う4 項 目で、有意差がなくなっ

て い る こ とがわか る。

　他方で 、「学校で の行事 （体育祭 ・学芸会な

ど） にお子様 と
一緒に参加 した り、活動 した

りする」「学校で 友達に会 うの は楽 しい と思 い

ますか 」 「配偶者 （事実婚を含む）と
一
緒に住

ん で い る」「家の 人 と学校 で の 出来事に つ い て

話をする」「子育て や教育につ い て の 悩みを相

談で きる友人が い る 」「住ん で い る 地域の 行事

に参加する」 とい う6 つ の 項目に つ い て は、

経済資本 ・文化資本の 影響を コ ン トロ
ール し

て も学力 へ の ポ ジ テ ィブな効果が 残 っ て い る。

つ まり、社会関係資本は、経済資本 ・文化資

本にある部分で規定されながらも、子どもた

ちの学力に 対 して相対的に独立 した影響を与

えて い るとい うこ とで ある。とりわけ、「家の

人 と学校 で の 出来事に つ い て話をする 」 の数

値が、進学塾ダミ
ー

の それ よ りも高くなっ て

い る こ とは注 目に値する。

　これまで の 分析結果か ら 、 社会 関係 資本 が

学力に対 して相対的に独立 した影響を与 えて

い る こ とが
一

定程度明 らか になっ た、と整 理

きる だろ う。

4 ．まとめ

　本発表で は、実証的データ に もとつ い て社

会関係 資本 と学力の 関係 を検証 した。主な知

見をま とめる と以下の 通 りとなる。

　  大阪府 と秋田県にお ける市町村問学力

格差 を検討 する と、大阪で は多くの 人 口 ・経

済・教育指標が学力 と関連 し て い るの に対 し、

秋 田 で は こ れ らの 指標 における市町村間 の 差

異がそ もそ も小 さく、 経済的格差 と社会関係

資本の格差 （「つ なが り格差 」）が学力 にお よ

ぼす影響はは っ き りと確認 で きなか っ た。

　  個人 ベ ー
ス の デー

タで 、大都市部に お

け る経済資本 ・文化資本 ・社会関係 資本 の 関

連を検討する と、家族や学校 とい う場に お け

る社会関係資本は、経済資本や文化資本 と強

く結び つ い て い た。だ が 、地域と い う場 の 社

会関係資本 と経済資本 ・文化資本 の 関連は直

線的なもの で は なか っ た。

　  　経済資本 ・文化資本 ・社会関係資本の

学力へ の影響を詳し く調べ て み ると、社会関

係資本は 、 経済資本や文化資本 とは相対的 に

独立 して 学力 に影響を及ぼして い た 。

　経済資本 ・文化資本に恵まれた人々 ほ ど、

社会 関係 資本 に恵まれて い る傾向がある。社

会関係資本 は不平等に配分 されて い る の だ。

「つ なが り格差」仮説 は、大都市部に 限 っ て

い えば、学力格差を説明する有力な仮説だと

い える。

　昨年、私たちの グル
ープ は 、 社会関係資本

へ の 「介入」 戦略 （学校や地域で の 取 り組み

で社会関係資本を蓄積 し、社会的不利益層の

学力 の 底上げを計 る） の 必要性を指摘 し た。

発表当 日は、集合財 として の 社会関係資本お

よび 「つ なが り格差」 へ の介入戦略に つ い て

もさらなる理論的考察を行い た い。
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